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はじめに
～説明内容～

Ⅰ．「制度概要」
事業活動温暖化対策計画書制度概要

Ⅱ．「事業活動温暖化対策計画指針」とは
計画書・報告書への記載事項、講ずべき措置、評価基準等

Ⅲ．「事業活動温暖化対策計画書記入要領」
計画書・報告書の書き方
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Ⅰ．制度概要

「事業活動温暖化対策計画書制度」の概要
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Ⅰ．制度概要

排出抑制計画書制度

「事業活動温暖化対策計画書制度」 (H26.4～)

１．用語の解説

２．対象となる事業者・工場等

３．規則で定める期間

４．実施状況の報告

５．助言・指導・公表・評価

自動車環境計画書制度

H25.3 条例改正による統合・拡充
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１．用語の解説

１．原油換算エネルギー使用量

事業活動において使用する様々なエネルギー
（電気やガス等）の合計が、原油に換算してどれだ
けの量にあたるかを示す数値である。

（単位：ｋｌ＝キロリットル）

Ⅰ．制度概要
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１．用語の解説

２．その他ガス

「エネルギーの使用に伴って排出する二酸化炭素」
を除く温室効果ガスを指す。（６．５ガス）

（１）非エネルギー起源二酸化炭素

（２）メタン（ＣＨ4）

（３）一酸化二窒素（Ｎ2Ｏ）

（４）ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）

（５）パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）

（６）六フッ化硫黄（ＳＦ6）

（７）三フッ化窒素（ＮＦ3）

Ⅰ．制度概要
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１．用語の解説

３．その他ガス合計排出量

以下のガスの排出量に、指定する係数を掛け算
した値を合計した値。 （単位：ｔ（トン））

Ⅰ．制度概要

その他ガス 指定する係数

非エネルギー起源二酸化炭素 １

メタン（ＣＨ4） 28

一酸化二窒素（Ｎ2Ｏ） 265

ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ） ガスごとに指定
する係数パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）

六フッ化硫黄（ＳＦ6） 23,500

三フッ化窒素（ＮＦ3） 16,100
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１．用語の解説

４．県内の工場等

県内の全ての工場、店舗、事務所、その他の

事業場

※無人のものも含む＝自動販売機等

※社宅や社員寮部分は除く

（条例施行規則第４条）

Ⅰ．制度概要
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２．対象となる事業者・工場等
第12 条次に掲げる事業者は、規則で定める期間ごとに、規則
で定めるところにより、その事業活動に係る温室効果ガスの
排出の量の削減等その他の地球温暖化の防止のための計
画（以下「事業活動温暖化対策計画」という。）を定めなけれ
ばならない。

（１）基準年度において、県内全ての工場等における原油換算
エネルギー使用量が1,500kl 以上の事業者

（２）基準年度において、県内全ての工場等におけるその他ガ
スの排出量合計が3,000t-CO2以上の事業者

（３）200台以上の県内ナンバーの自動車を使用する事業者

Ⅰ．制度概要

※（１）～（３）のいずれかに該当する事業者は計画策定義務あり
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２．対象となる事業者（１）

A会社
県内で2,000kl/年

B会社（連鎖化事業者）
県内で1,700kl/年

①原油換算エネルギー使用量

県内の工場等のエネルギー使用量の
合計が1,500kl/年以上となる事業者が
制度の対象となる。

⇒A会社、B会社ともに対象となる。
（連鎖化事業者も対象となる。）

※連鎖化事業者：コンビニ等のチェーン店

⇒C会社は、再エネの自家消費分をエネ

ルギー使用量に含めることで、第４次計
画期間より対象となる。

Ⅰ．制度概要

※第４次計画期間からは太陽光発電の自家消費やバイオマス熱等の非化石
エネルギーもエネルギー使用量に含む。

C会社 ※太陽光自家消費あり

○買電のみ計上した場合
県内で1,400kl/年

○自家消費を含めた場合
県内で1,600kl/年
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２．対象となる事業者（２）

D会社
県内合計で2,000t-CO2/年

②温室効果ガス排出量（エネルギー
の使用に伴って発生するCO2を除く）

県内の工場等の温室効果ガスの排出量の合計が
二酸化炭素換算で3,000 t-CO2/年以上となる事
業者が制度の対象となる。

⇒D会社は対象外、E会社は対象となる。

※ガスの種類ごとではなく、対象となる全てのガス
の合計で判断する。

E会社
県内合計で3,210t-CO2/年
・メタン20t/年→ 560t-CO2/年
・一酸化二窒素10t/年→ 2,650t-CO2/年

Ⅰ．制度概要

内訳
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２．対象となる事業者（３）

F会社
県内で300台 ③自動車の台数

事業活動において使用する自動車の台数（前年
度末日）が200台以上（ただし、自動車検査証の

交付を受けたもので、県内にその使用の本拠の
位置を有するもの以外を除く）となる事業者が制
度の対象となる。

⇒F会社は対象となる。

Ⅰ．制度概要

※レンタカーやリース車の車検証の「使用者名」が報告者で
ある場合は、台数に含める。
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３．規則で定める期間（特定期間）

条例の対象事業者は、特定期間（最長３年）ごとに、温室効果
ガスの排出の量の削減のための計画を定めなければならない。

（条例第12条 要約）
①2022（令和４）年度に「対象となる事業者」の要件を満たす場合
⇒2023（令和５）年10月末日までに令和５～７年度を対象とした計画を提出

②2023（令和５）年度に「対象となる事業者」の要件を満たす場合
⇒2024（令和６）年７月末日までに令和６～７年度を対象とした計画を提出

③2024（令和６）年度に「対象となる事業者」の要件を満たす場合
⇒2025（令和７）年７月末日までに令和７年度を対象とした計画を提出

令和５年度

（2023）

６

（2024）

７

（2025）

８

（2026）

９

（2027）

10

（2028）

特定期間

令和４年度

（2022）

特定期間

Ⅰ．制度概要



実施状況等報告書の提出

（特定期間：2023（令和５）～2025（令和７）年分） 14

３．規則で定める期間（ポイント１）

３年間の特定期間中に、要件を満たさなくなった場合
⇒引き続き、特定期間中は制度の対象
（後述する実施状況の報告が必要）

Ⅰ．制度概要

令和５年度

（2023）

６

（2024）

７

（2025）

８

（2026）

計画提出

令和４年度

（2022）

特定期間 次の特定期間

Ｘ社 1,700kl      1,600kl     1,450kl    1,400kl

特定期間の初年度の前年
度（要件を満たした年度）

（＝基準年度）

次の特定期間

は条例対象外

例
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令和５年度

（2023）

６

（2024）

７

（2025）

８

（2026）

令和４年度

（2022）

特定期間 次の特定期間

Ｙ社 1,400kl      1,550kl     1,600kl    1,700kl

３年間の特定期間中に、要件を満たすこととなった場合
⇒要件を満たした年度を基準年度とした、２年又は１年の
計画の策定・提出が必要

要件を満たした年度

（＝基準年度）

３年間の
計画提出

３．規則で定める期間（ポイント２）

Ⅰ．制度概要

例

令和６年～７年まで

２年間の計画書を提出
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４．実施状況の報告
第12 条第９項 ・・・事業者は、規則で定めるところにより、事業
活動温暖化対策計画の実施状況等を知事に報告しなけれ
ばならない。

①2022（令和４）年度に「対象となる事業者」の要件を満たす場合（2023（令和５）年度計画書提出）
⇒令和６年～８年度にかけて、毎年度７月末日までに前年度の実施状況を報告

②2023（令和５）年度に「対象となる事業者」の要件を満たす場合（2024（令和６）年度計画書提出）
⇒令和７年～８年度にかけて、毎年度７月末日までに前年度の実施状況を報告

③2024（令和６）年度に「対象となる事業者」の要件を満たす場合（2025（令和７）年度計画書提出）
⇒令和８年７月末日までに、前年度の実施状況を報告

Ⅰ．制度概要

令和５年度

（2023）

６

（2024）

７

（2025）

８

（2026）

９

（2027）

10

（2028）

報告
計画提出

令和４年度

（2022）

報告

特定期間

報告

特定期間

報告 報告報告
計画提出
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５．助言・指導・公表・評価

計画書（案）の作成

計画書の提出・公表

報告書の提出・公表

取組の推進

長野県事業者

計画書（案）への助言

計画書の受理・評価

計画書と評価結果の公表

取組の確認・助言・指導

報告書の受理・公表

（中 略）

通知

現地調査

報告書の提出・公表 ３年間の取組を評価

報告書と評価結果の公表
次の計画期間へ

通知

提出前に助言します

計画書を精査・評価
します

計画書に加え、評価
結果を公表します

県職員と専門家が事
業所を訪問します

３年間の取組・結果
を評価します

優良事業所を表彰し
ます

県の対応

Ⅰ．制度概要


